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国の歳入援助交付金（RSG：Revenue Support Grant）、仏国の経常総合交付金（DGF：Dotation 







                                                             
5 草場・鈴木（2008）。 
6 『日本国憲法』 第二十五条。 
7 『フランス第五共和制憲法』（2008 年改正法）。 






































期と 1994 年以降の「分税制」時期に大別することができる。 
 
表 1-1 中国における財政体制改革の年表（1950 年～現在） 







































































                                                             
10 一部の省・直轄市は実験的に「収支連動・増収分配分」を導入。 









































                                                                                                                                                                                  
主義の三害および資本家の贈収賄・脱税・国家財産の横領・材料と手間のごまかし・国家の経済情報の
窃取の五毒に対する反対運動。 




















請負」期および 1988~1993 年の「一括請負」期の３期に区分されている。 
1980 年に「区分収支・分級請負14」体制が導入され、中央と地方の収支予算を表 1-6 のよ
うに区分し、財政管理を地方政府に請け負わせる。 
 
表 1-2 「区分収支・分級請負」期の中央と地方の財政収入（上）および支出（下）の区分 
収入区分 項 目 
中央の固定収入 中央直轄企業の収入、関税収入、その他の収入 
地方の固定収入 地方管理企業の収入、塩税、農牧業税、工商所得税、地方税、その他の収入 
配分収入 地方から中央に移管された企業による収入（中央 80%、地方 20%） 
調整収入 工商税 
 
































表 1-3 「区分税種・確定収支・分級請負」期の中央と地方の財政収入区分 























1988 年７月 28 日に、国務院が「地方財政請負法の実行に関する決定」（「関于地方実行財
政包干弁法的決定」）を発表し、財政体制に以下のような３点を改善した。（１）13 の小さ
な税種の収入を地方の固定収入に編入する。（２）1987 年の中央財政貸付額を基準にして地











































吉林省・1.25 億元、江西省・0.45 億元、福建省・0.5 億元（1989 年より執行）、
陝西省・1.2 億元、甘粛省・1.25 億元、海南省・1.38 億元、内モンゴル自治区・











































                                                            




































































































































































江西・山西・福建の 15 の省・自治区であったが、1984 年から、交付対象が次第に増加され、
1991 年に北京・上海などを含め、すべての地域が対象地域になった。少数民族地域に対し、
1980 年以来毎年 10%ずつ増額するという優遇策がとられてきたが、1988 年に、「一括請負」
体制の導入と伴い、中央の財政力が弱くなり、この優遇策が中止され、定額補助に変わっ















































                                                             
19 「財政請負制」は地方経済力格差の拡大防止に一定の効果を果たしたと主張する研究もある。例えば、
張（2001） ｐ.150。 


























































































































































税制」が実施された 1994 年 10.8%、その直後の 1995 年と 1996 年 10%強と一旦下がったが、
1997 年以降着実に高まっている。2016 年に 21.4%に達しており、日本とほぼ同じ規模にな
っている。他方、各種の税目が中央税・地方税・共有税と規範化されることにより、中央







































































































図 1-3 2015 年度における中央と地方間の財源配分 







い地方が出てくる。地域間の財政力・経済力のばらつきに関して、表 1-5 では、2014 年度
の省レベルの地域間の財政力・経済力の格差の状況を人口１人当たりの本級収入23および１
人当たり GRP によってみたものである。１人当たり財政収入の最大／最小の倍率は、8.0
倍となっており、１人当たり GRP における倍率でも 3.6 倍に達した。このような格差は、
時代の推移とともに若干縮小する傾向があるが、依然として高水準に留まっている。 
 











北京 21,857 106,497  湖北 5,152 50,654 
天津 17,410 107,960  湖南 3,721 42,754 
河北 3,578 40,255  広東 8,684 67,503 
山西 4,492 34,919  広西 3,173 35,190 
内モンゴル 7,833 71,101  海南 6,921 40,818 
遼寧 4,850 65,354  重慶 7,174 52,321 
吉林 4,466 51,086  四川 4,106 36,775 
黒龍江 3,050 39,462  貴州 4,272 29,847 
上海 22,802 103,796  雲南 3,824 28,806 
江蘇 10,076 87,995  チベット 4,272 31,999 
浙江 8,708 77,644  陝西 5,444 47,626 
安徽 4,015 35,997  甘粛 2,866 26,165 
福建 6,656 67,966  青海 4,561 41,252 
江西 4,756 36,724  寧夏 5,616 43,805 
山東 5,632 64,168  新疆 5,715 40,036 





















力（本級収入）は、表 1-6 のとおりである。 
 






























































出所：『中国統計年鑑』（2015 年版）および『中国財政年鑑』（2015 年版）より、筆者作成。GDP と財政本
級収入の下段は、当該地区の人口を割った値（単位：元）である。 
 






では、最高の上海市は、18,945 元に対して、最低の河北省は、わずか 3,325 元で上海市の

















































































































2016 年度には 59,400.7 億元となり、
加率が、16.2%となった。 
 








































1995 年度に比べると、約 23 倍伸びており、年平均増
（単位：億元）  
 「1995~2009 年地方財力、中央返還
















































































































































































































































表 2-1 のようである。 
 
































項目 決算額(億元) 構成比 
 18,471.96 64.9% 
 1,256.95 4.4% 
 770.00 2.7% 
 993.64 3.5% 
 434.05 1.5% 
 4,405.18 15.5% 
 2,123.24 7.5% 









































































































































































































http://yss.mof.gov.cn/（2016 年 11 月 23 日アクセス
 
2011 年に名称が「新型農村合作医療等財政移
2015 年度の決算額は 2,123.24 億元となり、一般的財政
 
 



























一般的財政移転の総額は、設立された 1995 年度にわずか 290.9 億元であったが、その後


















計 19 の項目を含んでいる（表 2-2）。その使途は、農林水（27.18%）、交通運輸（17.12%）、
社会保障と雇用促進（12.41%）という順になっており、中央政府の意思が反映されている。 
 
表 2-2 2015 年度専項財政移転決算額の内訳 
項目 決算額(億元) 構成比 
1.一般公共サービス 197.32 0.9% 
2.国防 27.22 0.1% 
3.公共安全 207.45 1.0% 
4.教育 1654.59 7.7% 
5.科学技術 64.07 0.3% 
6.文化・スポーツとメディア 293 1.4% 
7.社会保障と雇用促進  2567.12 11.9% 
8.医療・衛生と計画生育 1206.91 5.6% 
9.省エネ・環境保護 1854.4 8.6% 
10.城郷社区  124.16 0.6% 
11.農林水 5957.97 27.6% 
12.交通運輸  3752.46 17.4% 
13.資源探査情報  322.76 1.5% 
37 
 
14.商業サービス業 335.09 1.5% 
15.金融  6.49  0.0% 
16.国土海洋気象 255.22 1.2% 
17.住宅保障  2450.02 11.3% 
18.穀類・食用油物質貯蓄 313.79 1.5% 
19.その他 33.59 0.2% 
合計 21623.63  100.0% 
出所：中国財政部予算司サイト http://yss.mof.gov.cn/2015js/201607/t20160713_2354962.html（2016
年 11 月 25 日アクセス）より、筆者作成。 
 
専項財政移転の総額は、1995 年度 374.7 億元から、2014 年度 18,941.1 億元に急速に増額













発表によると、2009 年に 1,981 の内需拡大投資建設プロジェクトについて抽出検査を行っ











                                                             
25 持田（2006） ｐ.187。 
26 沼尾（2007）。 
27 中華人民共和国審計署：日本の会計検査院に相当する。 
28 人民ネット 「地方配套資金近半未到位」 http://politics.people.com.cn/GB/1026/10676587.html  （2016
年 2 月 12 日アクセス）。 








表 2-3 2015 年度税還付決算額の内訳 
項目 決算額（億元） 構成比 
（１）両税還付 増値税還付 3,000.53 59.8% 
消費税還付 1,010.92 20.1% 
（２）所得税基数還付 910.19 18.1% 
（３）成品油税費改革還付 1,531.10 30.5% 
















算式の中、 itG は i 地区が第 t 年度の還付額で、 itR は i 地区の「両税」の対前年度の増加













32 張（2009）前掲文 ｐ.30。 
1,)3.01(  tiitit GRG   (t＞1) 
39 
 
























































中央財政移転が発足した直後の 1997 年度のデータをみてみると、１人当たり GRP は、最
高値の上海市 25,750 元に対し、最高値の貴州省 2,215 元であり、両者の格差が 11.6 倍であ
った。2013 年度においては、最高値の天津市 99,607 元、最低値の貴州省 22,922 元であり、
























1995 年 上海 2,885.30 安徽 244.15 11.8 
1996 年 上海 3354.50 貴州 292.31 11.5 
1997 年 上海 3,677.24 貴州 316.62 11.6 
1998 年 上海 4,090.89 河南 371.16 11.0 
1999 年 上海 4,414.83 河南 426.01 10.4 
2000 年 上海 6,087.61 河南 653.54 9.3 
2001 年 上海 5,186.95 河南 554.56 9.4 
2002 年 上海 5,434.40 河南 645.06 8.4 
                                                             
35 変動係数＝標準偏差／平均値。 




2003 年 上海 7,085.15 河南 754.51 9.4 
2004 年 上海 8,684.89 河南 955.11 9.1 
2005 年 上海 10,049.08 安徽 1,168.22 8.6 
2006 年 上海 10,841.61 安徽 1,567.43 6.9 
2007 年 上海 13,434.33 河南 2,046.17 6.5 
2008 年 上海 14,809.23 河南 2,467.92 6.0 
2009 年 チベット 17,366.93 河南 3,037.15 5.7 
2010 年 チベット 19,233.96 河南 3,541.07 5.4 
2011 年 チベット 25,480.99 河南 4,502.48 5.7 
2012 年 チベット 29,163.58 河南 5,202.08 5.6 
2013 年 チベット 32,197.04 河北 6,036.75 5.3 
2014 年 チベット 36,797.35 河南 6,301.16 5.8 

























































































































95.02 902.49 77.9% 
607.27 1,615.45 65.8% 
223.86 859.40 62.4% 
1,128.49 1,852.11 58.1% 
1,206.41 1,840.80 54.3% 
2,079.07 425.20 15.0% 
6,568.46 1,332.76 14.9% 
7,081.47 1,502.10 14.0% 
4,109.51 615.29 12.4% 






































表 2-6 2015 年度各省・直轄市・自治区の１人当たり財政収入の変動係数 
 変動係数（予算値）  変動係数（決算値） 













本級収入＋３種の財政移転 0.510  0.590 
出所：『中国財政年鑑』（2015 年版）、中国財政部予算司サイト http://yss.mof.gov.cn/2015js/（2016 年 11














からである。2015 年度において、一般的財政移転の予算額 29,230.36 億元に対して、決算額
が 28,455.02 億元であり、未交付金が 4,472.50 億元となる。予算額の 15.3%が配分されてい
                                                             
39 内藤（2004） p.149。 

























































































比較してみると、1999 年度に専項財政移転が 14.2%、一般的財政移転が 5.3%と、かなり専
項財政移転の方が大きく、財政調整の中心は使途の決められた専項財政移転であった。2006
























例えば、2002 年 12 月に公布された「国務院の［財政部が省以下の財政管理体制の完全化
                                                             
42 中国語では、「保持現有地方既得利益格局，逐歩達到改革的目標」。 
43 「中華人民共和国憲法」 第 107 条参照。 























2013 年に開催された中国共産党第 18 期中央委員会第３回全体会議（三中全会）で審議・
採択された「改革の全面的深化における若干の重大な問題に関する中共中央の決定」（「中















































































































































































                                                             



































10,985 1,648 1,923 2,550 8,683 






総面積の 30.5%を占める。2015 年末の常住人口は、5,874 万人（うち戸籍人口は 3,266 万人）
であり、全省の 54.1%を占めている。2015 年の GDP は、62,268 億元であり、広東省全体に
占める割合が、79.1%に達しており、省の経済を支えている。 
 （２）東翼地区。汕頭、潮州、掲陽、汕尾の４市からなっており、面積が 15,475 平方キ
ロメートルであり、広東省の総面積の 8.6%を占める。2015 年末の常住人口は、1,727 万人




ロメートルであり、全省の総面積の 18.2%を占める。2015 年末の常住人口は、1,583 万人（戸





万人（戸籍人口は 1,958 万人）であり、全省の 15.3%を占めている。珠江デルタ地区に比べ





















ている。１人当たり GRP は、珠江デルタ地区が 107,011 元となり、それ以外の地域は、わ
ずか 1/3 程度に留まっており、全国平均値（49,992 元）より大幅に下回っている。財政の面
でも同じように読み取れるが、例えば、１人当たり財政収入は、珠江デルタ地区はその他


















表 3-2 2012 年度広東省財政収支の分級データ 
 財政収入 財政支出 
額（万元） 比率 額（万元） 比率 
省レベル 13,816,775 22.2% 8,626,359 11.7% 
地区（市）レベル 25,289,689 40.6% 28,853,316 39.1% 
県レベル 18,467,261 29.6% 30,064,155 40.7% 
郷レベル 4,718,079 7.6% 6,334,735 8.6% 


















































































































図 3-1 中国における省以下の政府間財政関係の沿革 
出所：筆者作成。 
 























                                                             
57 中国語では、「地改市」。 
専区制 市管県 省管県 
省 
専区 















































                                                             





いる（各地導入のタイミングは、表 3-3 参照）。 
 
表 3-3 中国各地の「省管県」体制導入の一覧（一部の地域を除く） 
省 年 公文書 
浙江 1992 「関于拡大十三個県市部分経済管理権限的通知」（浙政発[1992]169 号） 
福建 2003 「関于加快県域経済発展的若干意見」（閩委発[2003]11 号） 
安徽 2004 「関于実行省直管県財政体制改革的通知」（皖政[2004]８号） 
湖北 2004 「関于実行省管県(市)財政体制改革的通知」（鄂政発[2004]20 号） 
河南 2004 「関于拡大部分県(市)管理許可権的意見」（豫政[2004]32 号） 
江西 2005 「関于実行省直管県財政体制改革試点的通知」（赣府発[2005]２号） 




陝西 2006 「関于実行省管県財政体制改革試点的通知」（陝政発[2006]65 号） 
青海 2007 「関于開展省管県財政管理体制改革試点工作意見的通知」（青政弁[2007]17 号） 
黒龍江 2007 「関于進一步完善省管県財政管理体制的実施意見」（黑政発[2007]87 号） 
江蘇 2007 「関于実行省直管県財政管理体制改革的通知」（蘇政発[2007]29 号） 
四川 2007 「関于開展拡権強県試点工作的実施意見」（川府発[2007]58 号） 
甘粛 2007 「甘粛省実行省直管県財政管理体制改革試点方案」（甘政発[2007]51 号） 
雲南 2009 「関于開展拡権強県試点的実施意見」（雲政発[2009]210 号） 
山東 2009 「関于実行省直接管理県(市)財政体制改革試点的通知」（鲁政発[2009]110 号） 
河北 2009 「関于実行省直管県財政体制的通知」（冀政[2009]51 号） 
貴州 2009 「関于実行省直接管理県財政改革意見的通知」（黔府弁発[2009]94 号） 
湖南 2010 「関于完善財政体制推行『省直管県』改革的通知」（湘発[2010]３号） 
遼寧 2010 「関于拡大綏中県経済社会管理権限的通知」（遼委弁発[2010]33 号） 
広西 2010 「関于全面推行自治区直管県財政管理方式改革的通知」（桂政発[2010]77 号） 































表 3-4 広東省の「省管県」財政体制が導入するまでの政府公文書の一覧 
年 公文書 
2003 「関于加快県域経済発展的決定」（粤発[2003]４号） 
2004 「促進県域経済発展財政性措施意見」（粤府弁[2004]37 号） 
2005 「広東省第一批拡大県級政府管理権限事項目録」（広東省人民政府令第 98 号） 
2007 「関于継続執行促進県域経済発展財政性措施意見」（粤府弁[2007]109 号） 
出所：関連する公文書に基づき、筆者作成。 
 
2010 年８月 10 日に「省管県財政改革試行の実施に関する通知」が広東省政府弁公庁によ
り、発表された。導入のタイミングは比較的に遅かったが、「省管県」はようやく広東省で
発足されるようになった。2015 年末時点、「省管県」体制が導入されている県（県レベル市・
自治県・市轄区を含む。以下同様）の数は、36 県となり、広東省所管の 119 県の中で、30%
を占めている。今後も引き続き増える見込みである。 
 
表 3-5 広東省「省管県」改革に関する政府公文書および実験地一覧 











































































（853.9 億元）と 2015 年度（3,119.3 億元）
３種の財政移転の構成比をみると、税還付と専項財政




























































































 「最低費用基準」は、財政供養人口の１人当たり支出基準であり、1996 年度、県が 8,000
































当たり支出基準については、県と市でそれぞれ 8,500 元、12,000 元に上がった。 
「政策的財政移転額」は、新設された項目であり、民族県と南澳県（離島）に対する優











元から 67.9 億元と、増額しており、全 68 県（当時）の内、63 県が移転金の交付対象県と
指定された。しかし、それにもかかわらず、2002 年時点で、一般予算収入が１億元以下の




























 2015 年度、広東省財政から各市・県財政への一般的財政移転の交付額の内訳は、表 3-6
のとおりである。 
 
表 3-6 2015 年度広東省以下の一般的財政移転の内訳 
項目 決算額(万元) 構成比 
１.均衡的財政移転 3,168,491 20.61% 
２.体制補助 2,805 0.02% 
３.革命老区および民族と辺境地区財政移転 90,893 0.59% 
４.県レベル基本財政力保障メカニズム奨補資金 1,342,852 8.73% 
５.義務教育などの財政移転 2,055,989 13.37% 
６.結算補助 542,343 3.53% 
７.資源枯渇型都市財政移転補助 38,600 0.25% 
８.企業事業部門劃転補助 53,747 0.35% 
９.成品油価格と税費改革財政移転補助 401,900 2.61% 
10.基層公検法司財政移転 245,728 1.60% 
11 基本養老保険と低保などの財政移転 1,411,540 9.18% 
12.新型農村合作医療などの財政移転 1,754,504 11.41% 
13.農村総合改革財政移転 885,773 5.76% 
14.食糧(油)生産大県奨励資金 9,339 0.06% 
15.重点生態機能区財政移転 199,800 1.30% 
16.固定数額補助 1,290,240 8.39% 
17.その他の一般的財政移転 1,882,356 12.24% 
合 計 15,376,900 100.00% 




年より現在の名称に変更されている。その規模は、2003 年 42.3 億元、2008 年 83.9 億元、
2012 年 137.7 億元、2015 年 316.8 億元と急ピッチで増額されている。しかし、一般的財政

















なお、設立初年度の 2006 年度の規模は、161 万元であり、2012 年度 4,492 万元へと徐々














  初年度（2005 年）の規模は、55,200 万元であり、2009 年度には、徐々に 91,939 万元に増





翌 2013 年に現在の名称に変更された。設立した 2006 年度は、わずかの 11,300 万元であっ


























表 3-7 2015 年度広東省以下の専項財政移転の内訳 
項目 決算額（万元） 構成比 
１.一般公共サービス 121,814 1.11% 
２.国防 933 0.01% 
３.公共安全 109,020 0.99% 
４.教育 629,438 5.74% 
５.科学技術 1,340,026 12.21% 
６.文化・スポーツとメディア 143,543 1.31% 
７.社会保障と雇用促進 484,276 4.41% 
８.医療衛生と計画生育 317,492 2.89% 
９.省エネ・環境保護 717,375 6.54% 
10.城郷社区 40,382 0.37% 
11.農林水 3,012,553 27.46% 
12.交通運輸 817,187 7.45% 
13.資源探査情報など 1,286,221 11.72% 
14.商業サービスなど 365,566 3.33% 
15.金融 925 0.01% 
16.国土海洋気象 217,275 1.98% 
17.住宅保障 245,173 2.23% 
18.穀類・食用油物質貯蓄 82,285 0.75% 
19.その他 1,041,112 9.49% 
合 計 10,972,596 100.00% 




移転の総額は、2003 年度 148.59 億元であったが、その後徐々に増額され、2008 年度 353.96
66 
 





央財政からの財政移転金が比較的少ない（2015 年度一般的財政移転が 380.0 億元、専項財
























表 3-8 2015 年度広東省以下の税還付の内訳 
項目 決算額(万元) 構成比 
１.増値税・消費税還付 1,282,488 26.48% 
２.所得税基数還付 844,801 17.45% 
３.成品油価格と税費改革税還付 557,261 11.51% 
４.その他の税還付 2,158,046 44.56% 
合 計 4,842,596 100.00% 
出所：『広東省 2015 年省級決算草案』に基づき、筆者作成。 
 























分析の対象地域は、残りの 18 の地区レベル市、および 2014 年末時点で「省管県」体制が






19 に達しており、その内、市が７、県が 12 となっている。省以下財政移転により、市も県
も財政力が大幅に上昇したことが分かる。 

































































































































































出所：『広東省 2015 年省級決算草案』および広東省の各市・県の「2015 年予算執行状況和 2016 年予算草
案的報告」に基づいて計算し、筆者作成。 
 




















調整前、１人当たり財政収入の最高値が広州 10,153 元、最低値が汕尾 1,517 元、両者の格
差は 6.7 倍であったに対し、調整後、最高値の広州 12,842 元、最低値の潮州 5,021 元、格差
が、2.6 倍に縮小している。他方、県の場合には、最高値の南雄 10,030 元に対し、最低値の
69 
 
陸豊 424 元となっており、かなり低い水準に留まっており、両者の差が 23.7 倍に達してい








































































































































































 調整前の１人当たり財政収入をみると、発達地域の珠江デルタ地区 7,594 元に対し、東翼
地区 1,318 元と、低い水準に留まっており、両地区間の格差は約６倍になっている。もし深
圳と珠海の両市を加算すると、格差が更に拡大する。調整後のデータをみれば、両地区は


















珠江デルタ地区 3,394.9 934.6 7,594 9,684 21.6% 
東翼地区 155.6 409.0 1,318 4,783 72.4% 
西翼地区 303.7 606.2 1,923 5,760 66.6% 
山区 423.4 934.6 2,593 8,318 68.8% 
広東省 4,277.5 2,884.4 4,826 8,080 － 
























                                                             









































































を決定した。このことにより、３回目の計画単列市体制改革が発足した。翌 1984 年５月 21
日、7 月 11 日と 13 日に、国務院弁公庁がそれぞれ、武漢市・瀋陽市と大連市の「省レベル
の経済・社会管理権限」を承認した。7 月 18 日に、「重慶市・武漢市・瀋陽市・大連市の計
画単列に関する通知」（「関于重慶市・武漢市・瀋陽市・大連市計画単列的通知」）が国家発
展計画委員会（国家発展和改革委員会の前身）より発表され、４都市の法的位置づけが明




表 4-1 ３回目の計画単列市体制改革における計画単列市移行の経緯（1983~1989 年） 
都市 移行年   都市 移行年 
重慶 1983 年２月８日   青島 1986 年 10 月 15 日 
武漢 1984 年５月 21 日   寧波 1987 年２月 24 日 





瀋陽 1984 年７月 11 日   厦門 1988 年４月 18 日 
大連 1984 年７月 13 日   深圳 1988 年 10 月３日 
広州 1984 年 10 月５日   長春 1989 年２月 11 日 
西安 1984 年 10 月５日   成都 1989 年２月 11 日 
ハルビン 1984 年 10 月５日   南京 1989 年２月 11 日 
出所：関連する政府公文書に基づき、筆者作成。 
 
1994 年２月 25 日に、中央機構編制委員会は、「副省レベル市の若干問題に関する意見」
（「関于副省級市若干問題的意見」中編発[1994]１号）を公布し、省都（省の政府が所在す
る都市）の計画単列市の資格を廃止し、同時に、「副省レベル都市」を設立することをした。




























                                                             
68 Record china サイト 「中国の「新一線都市」、蘇州と寧波が仲間入り」（2016 年４月 25 日）
http://www.recordchina.co.jp/b134625-s0-c30.html 2017 年 11 月３日アクセス。 





























大連 遼寧 12,574 556 7,731.6 27.0% 110,682 1.7 
青島 山東 11,282 806 9,300.1 14.8% 102,806 1.6 
寧波 浙江 9,817 797 8,003.6 18.7% 109,152 1.4 
厦門 福建 1,699 2,272 3,466.0 13.3% 90,971 1.3 





















                                                             














































                                                             
74 ペアリング支援については次章で考察する。 
75 中国新聞ネット 「中国東部８城市３年対口幫扶貴州 11 億元」（2016 年６月 15 日） 
























































大連 480.8 593.6 1.0% 698.7 85.0% 
青島 626.7 783.1 1.1% 909.7 86.1% 
寧波 498.2 586.6 0.9% 782.5 75.0% 
新興都市 
厦門 109.3 211.2 4.0% 386.0 54.7% 
深圳 60.1 355.0 11.0% 1,137.9 31.2% 
出所：『中国城市統計年鑑』（2016 年版）および各都市の『統計年鑑』（2016 年版）より筆者作成。各都市
の移行年は、表１再参照。ただし、青島市は移行する１年前（1985 年）の戸籍人口となる。「戸籍人口
































れらの産業による付加価値の創出は、7,003.48 億元77に達しており、同市の GRP の４割を
占めている。このような産業構造の変化は、深圳の経済発展に寄与しており、GRP の総計
も１人当たり額も他の４都市を大幅に上回っている（表 4-3 再参照）。 
 
表 4-4 ５計画単列市（上）および所属省（下）の産業構造の比較（2015 年度） 










                                                             
77 深圳市統計局サイト 「2015 年深圳経済運行穏中有進、逐季向好」 
http://www.sztj.gov.cn/xxgk/tjsj/tjfx/201601/t20160128_3456904.htm 2017 年 11 月６日アクセス。 









































































































大連 579.91 910.69 63.7% 8,300 
青島 1,006.32 1,222.87 82.3% 11,062 
寧波 1,006.41 1,252.64 80.3% 12,861 
厦門 606.10 651.17 93.1% 15,702 




















表 4-6 ５計画単列市の総収入の構成（2015 年度） 






総 収 入 （億元） 財政轉移 
依存度 
１人当たり













































































 表 4-6 で分かるように、計画単列市において、地方税の収入は、地方政府の自主財源とし
てもっとも重要な財源である｡地方税の多寡は、地方政府の財政力に大きな影響を与えてい
る。 


















大連 473.10 9.7% 6,771 
青島 777.41 16.0% 8,546 
寧波 848.16 17.4% 10,839 
厦門 495.36 10.2% 12,833 
深圳 2,272.23 46.7% 20,510 




























青島が 13.8%であり、両者の差は 8.5%と比較的大きい。 
 
表 4-8 ５計画単列市の税収入の構成（2015 年度、単位：億元） 
















































































深圳 336.2 684.68 464.96 223.98 191.54 121.63 249.24 2,272.23 















































































































































































合 524.66 924.61 327.07 535.50 1,344.39 1,120.41 315.82 2,991.24 7,559.04 19,458 




















遼寧省の経済をけん引してきた大連の経済は、1992 年から 2012 年まで実に 21 年連続で
２桁成長を記録するなど、猛然と成長してきたが、2014 年から急減速している。GRP 成長
















したのである。深圳の GRP 成長率は 2010 年以降、年平均 10%前後となっており、大連の
4.2%（2015 年度）を大きく凌駕している。 
両都市の経済・財政力の将来性を比較する時にもう１つの指標が重要とされており、そ
                                                             
87 国務院『東北地区などの旧工業基地の振興戦略の実施に関する若干意見』（国務院『関于実施東北地区
等老工業基地振興戦略的若干意見』 中発[2003]11 号）参照。 
88 『大連統計年鑑』（2016 年版）。 


































































 ３．１ 大連市の所轄区 
 計画単列市の多様化とは、都市の間だけではなく、各都市の内部でも格差が生じている
                                                             
90 「生産年齢人口」とは、年齢別人口のうち、生産活動の中核をなす年齢の人口層を指し、一般的に 15~64
歳の人口がこれに該当する。「生産年齢人口」以外の人口は「被扶養人口」または「従属人口」という。 
91 大連市統計局 「大連市人口老齢化現状分析及対策建議」（2017 年６月１日）
http://www.stats.dl.gov.cn/index.php?m=content&c=index&a=show&catid=48&id=11826 2018 年４月 27 日ア
クセス。 
92 深圳政府在線 「深圳市福田区人口老齢化与養老公共服務策略研究」（2017 年８月 30 日）































                                                            


































最大の平度市（3,176 ㎢）と最小の市南区（30 ㎢）の差異は、100 倍以上開いている94。 
  






















福 田 区 78.66 18,315 
西 崗 区 23.94 12,251 羅 湖 区 78.76 12,389 
沙河口区 34.71 18,689 南 山 区 185.49 6,887 
甘井子区 451.52 1,661 塩 田 区 74.64 2,952 
旅順口区 512.15 597 新宝安区 398.38 7,219 
金 州 区 1,352.54 504 新龍崗区 387.82 5,282 
瓦房店市 3,576.40 278 龍華新区 175.58 8,609 
普蘭店区 2,769.90 337 坪山新区 167.01 2,146 
庄 河 市 3,655.70 245 光明新区 155.45 3,417 
長 海 県 156.89 557 大鹏新区 295.06 459 
市 全 域 12,573.85 556 市 全 域 1,996.85 5,697 
出所：『大連統計年鑑』（2016 年版）、『深圳統計年鑑』（2016 年版）より、筆者作成。 
 
大連における地域人口分布の不均衡についてであるが。所轄区別人口密度をみると、「市




















                                                             






規模が大連市の最下位となっている。同県の GRP に占める三次産業別の割合（2015 年度）
は、54.1%：8.3%：37.6%と、第１次産業を中心とする経済構造となっている。 
このように、各所轄区が大連市の GRP に占めるシェアにおいて、最大の金州区と最小の
長海県を比較してみると、格差は 18 倍を超すことになる。 
 
表 4-12 大連市における所轄区別の経済状況（2015 年度） 
 人口（万人） GRP（万元） １人当たり GRP（元） 




























































最大／最小の倍率 11.4 18.5 3.7 
出所：『大連統計年鑑』（2016 年版）より、筆者作成。下段の（ ）内は、各所轄区の「シェア」である。 
 




                                                             
95 瓦房店市政府サイト 「瓦房店概況」(2018 年２月 28 日)  http://www.dlwfd.gov.cn/2017/0512/356.html 
2018 年４月 28 日アクセス。 
96 長海県政府サイト 「2017 年長海県国民経済和社会発展統計公報」（長海県発展改革局） 





























                                                            













の 1 人当たり可処分収入の状況（単位：元） 

















 126,565 3,509 
 
沙河口区 甘井子区 旅順口区 金州区 普蘭店区 庄河市











西 崗 区 126,196 4,303 
沙 河 口 区 133,217 2,054 
甘 井 子 区 304,961 4,066 
旅 順 口 区 170,008 5,561 
金 州 区 672,472 9,860 
瓦 房 店 市 268,707 2,698 
普 蘭 店 区 154,304 1,652 
庄 河 市 258,987 2,886 
長 海 県 12,369 1,415 
合 計 2,227,786 3,741 






の決算額がそれぞれ 667,635万元と 325,844万元であり、割合が 67.2%：32.8%となっている。 
















中 山 区 150,396 167,668 89.7% 31,626 108.6% 
西 崗 区 140,593 148,874 94.4% 57,738 133.2% 
沙 河 口 区 140,669 179,802 78.2% 43,744 102.6% 
甘 井 子 区 337,337 386,025 87.4% 145,166 125.0% 
旅 順 口 区 190,077 272,595 69.7% 85,030 100.9% 
金 州 区 815,939 974,799 83.7% 125,416 96.6% 
瓦 房 店 市 376,450 621,085 60.6% 163,532 86.9% 
普 蘭 店 区 224,795 379,886 59.2% 135,634 94.9% 
庄 河 市 229,103 449,470 51.0% 163,424 87.3% 
長 海 県 43,609 89,664 48.6% 42,169 95.7% 

















表 4-15 財政力（人口１人当たり）の所轄区別状況（単位：元） 
 本級収入 総収入 財政支出 
中 山 区 4,170 5,046 4,648 
西 崗 区 4,793 6,762 5,076 
沙 河 口 区 2,168 2,843 2,772 
甘 井 子 区 4,498 6,433 5,147 
旅 順 口 区 6,218 8,999 8,917 
金 州 区 11,964 13,803 14,293 
瓦 房 店 市 3,780 5,422 6,236 
普 蘭 店 区 2,407 3,859 4,067 
庄 河 市 2,553 4,375 5,009 
長 海 県 4,990 9,814 10,259 






























































                                                             
98 中国の習近平国家主席が 2013 年に打ち出した海と陸から中国と欧州とを結ぶ「シルクロード経済圏構






































                                                             
99 中国語の簡体字では、「对口帮扶」。 
100 関西広域連合のサイト参照。http://www.kouiki-kansai.jp/contents.php?id=219 2017年 7月 13日アクセス。 
101 日本学術会議東日本大震災対策委員会（2011 年３月 25 日）  
http://www.scj.go.jp/ja/info/jishin/pdf/t-110325.pdf 2016 年 11 月２日アクセス。 


















































































全 国 チベット 
出所：中共中央文献研究室・中共チベット自治区委員会 『西蔵工作文献選編（1949~2005）』 中央文献




                                                             
105 「全党動員 決戦三年 為基本上実現農業機械化而奮闘」 『文匯報』 1978 年１月 29 日。 


















表 5-2 中国におけるペアリング支援の一覧（1992~2014 年） 

















































 ２．１ ペアリング支援の展開 
（１）三峡ダム移民事業支援 
洪水抑制・電力供給・水運改善を主要な目的とした三峡は、1993~2009 年まで 16 年間継





続された水力事業である。ダム湖範囲の整備による移民は 130 万人前後109で、19 年かけ、
年平均 10 万人前後が移住していた。1992 年に、中国政府は「国務院弁公庁が三峡ダム区移
民事業対口支援の実施に関する通知」を発表し、三峡ダム区に対してペアリング支援の実
施を決めた。支援地として、21 の省・直轄市・自治区および 10 の地区レベル市が指定され、
19 の受援地の移民事業を支援する。 




























1994 年に開催された中央第３回チベット工作座談会で、中央各部門と 15 の省・直轄市が
チベットに対するペアリング支援を行うことが決定され、62 の重点プロジェクトが設けら
れた。第４回座談会（2001 年）では、チベット支援の期間が決められていた 10 年からさら
に 10 年延長することが決定され、59 の中央国家機関、全国 18 の省・直轄市（のち四川省
                                                             
109 「三峡工程毎年移民近十万人」 『経済日報』 2014 年８月 11 日。 










2014 年８月 24 日に行われた「対口援蔵 20 周年成績紹介新聞発布会」の発表によると、
2014 年現在、全国の支援の下、チベットへの資金・物資援助の合計額が 260 億元、実施さ






























                                                             
111 出所：「対口援蔵 20 年：近 6,000 人進蔵工作 累計投入資金 260 億元」 中国政府サイト（2014 年８







































2014 年度の政府発表によると、19 の支援地域は、３年間（2011~2013 年）で約 443.8 億
元を新疆ウイグル自治区支援に投入したとされる。同期間の新疆の一般公共予算収入はわ
ずか 2,757.9 億元であったため、インフラ整備などの事業の多くは、ペアリング支援により
                                                             




















2008 年５月 12 日、四川省汶川県を震源地とするマグニチュードは 8.0（中国地震局）、最
大震度 11 の中国史上最大級の地震が発生した。死者は 69,227 人にのぼり、直接経済損失は、

















                                                             
113 「四川大地震 直接経済損失は 8451 億元に」 人民網日本語版（2008 年９月５日）  
http://j.people.com.cn/94475/94700/6493727.html 2017 年６月 26 日アクセス。 










































                                                             
115 「温家宝：汶川地震災後恢復重建取得了決定性勝利」 中国政府ネット（2011 年５月９日）  
http://www.gov.cn/ldhd/2011-05/09/content_1860494.htm 2017 年９月６日アクセス。 
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と地方本級収入はそれぞれ 69,267.19 億元と 83,002.04 億元であり、45.5%：54.5%となる。









級収入が 5,519.5 億元、総収入118に占める割合が 70.4%となる。一方、発展途上地域の貴州













支出総額は 5,796 億元、その内、一般公共予算収入は、534 億元であり、わずか１割となっ
ている。そのため、各種の財政移転（依存財源）に依存せざるを得なくなっている。 
 各年度のペアリング支援による移転金の詳細については、発表されていないが、前述し
たように、2010 年より 17 の支援地域の財政収入の 1‰以上の援助を義務つけられているこ
とから、2010~2015 年度の理論上の支援額を算出できる。表 5-9 で分かるが、次の２点を挙
げることができる。第一に、ペアリング支援による財政支援額の割合が小さいことである。
この６年間のチベットの財政収入総額をみると、6,047.84 億元のうち、中央財政移転による





















































































年平均伸び率 30.20% 20.18% 17.61% 20.80% 
出所:『中国財政年鑑』（各年版）より算出。「ペアリング支援による収入」は、17 の支援地区の前年度一般
















                                                             
119 中国チベットネット 「解読：対口援蔵会転出九大信号」
http://www.tibet.cn/zt2014/dkyz/hyjy/201408/t20140829_2017152.html 2017 年８月 18 日アクセス。 
120 「汶川特大地震災後恢復重建情況新聞発布会在京挙行」 『四川日報』 2011 年５月 11 日。 
105 
 
その総額は、8,658 億元に上っており、2007 年度四川省の域内総生産（10,562.4 億元）の９
割に相当する。20 の省・市によるペアリング支援は、2011 年５月時点で、4,121 件の復興事
業を完成させ、総事業数の約 14%を占める。支援資金は、３年間で 450 億元を援助する予
定となっていたが、実際には予定と大幅に上回り、2007 年度の四川省一般公共予算収入



































                                                             
121 『中国財政年鑑』（2008 年版）より。 
122 中華人民共和国国土資源部サイト 「魏宏：国家対四川災後恢復重建的資金安排是 2,203 億」（2009 年









たり支援額は、最高の汶川県と最低の剣閣県の間の差が約 31 倍となった。 
他方、支援側と受援側の間の格差が千差万別である。例えば、四川大震災の復興支援に
おいて、支援側と受援側の財政力（2007 年度１人当たり一般公共予算収入）の差が、もっ
とも大きいのは、浙江省（3,259.88 元）：青川県（85.28 元）の 38.2 倍であり、もっとも小



























                                                             
123 『中国財政年鑑』（2008 年版）、『四川統計年鑑』（2008 年版）。 
124 大西（2012）。 
125 『基本法』 第 107 条。原文：Durch das Gesetz ist sicherzustellen, daß die unterschiedliche Finanzkraft der 








































































 １．１ 日本の地方財政の概況 
 2015 年度における都道府県別の１人当たり地方税収をみると、東京都の税収が突出して





































































































































































































































出所：『地方財政白書（平成 29 年版）』（資 23）より、筆者作成。 
 
 １．２ 日本の財政移転 
（１）地方交付税 
 地方交付税とは、使途が限定されていない一般財源としての中央から地方への財政移転
である。地方交付税の沿革は 1954 年に遡り、50 年の歴史を持つ。交付税の前身は､ シャウ
プ勧告を受けて 1950 年に創設された地方財政平衡交付金制度である。しかし、様々な理由
で、同制度が理想どおりには運用されず、地方の信頼感が次第に失われ、1953 年に､３年間


























                                                             
127 この点について、西森（2005）では、地方財政平衡交付金の総額には国税とのリンクや一定の枠がな
かったから、毎年の平衡交付金の総額は、地方財源不足額に比して著しく低い額で決定されたと述べた。 
128 総務省ウェブサイト「地方交付税制度の概要」 http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/c-zaisei/kouhu.html 
2017 年 10 月 27 日アクセス。 
129 同上。 









































                                                             

















































                                                             
136 昭和 32 年（1957 年）法律 77 号。 
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137 小西・岡本（2005） p.11. 

















図 6-4 イングランドの地方自治体構成 
出所：Japan Local Government Centre 「英国の地方自治（概要版）－2016 年改訂版－」
http://www.jlgc.org.uk/jp/wp-content/uploads/2015/12/2016_LON.pdf（2018 年３月 27 日アクセス）より、筆者
作成。（ ）は自治体数である。 
 
 ロンドンは、「グレーター・ロンドン・オーソリティー（Greater London Authority）」およ
び、32 の「ロンドン区（London Borough Council）」と「シティ・オフ・ロンドン・コーポ


















                                                             
139 例えば、Japan Local Government Centre 「英国の地方自治（概要版）－2016 年改訂版－」ｐ.9 
http://www.jlgc.org.uk/jp/wp-content/uploads/2015/12/2016_LON.pdf（2018 年３月 27 日アクセス）。 
140 DCLG, Local Government Financial Statistics England No26 2016, Table3.2a,;P18. 
グレーター・ロンドン・
オーソリティー 










































る。一般補助金（Formula Grant）と特定補助金（Specific Formula Grant）に分けられる。一
般補助金は、歳入援助交付金（Revenue Support Grant）、事業用レイト（Redistributed Non 













図 6-5 イングランドの財政移転フレーム（2006 年） 












 図 6-6 2014 年度、イングランドの地方自治体の財政収入（百万ポンド、構成比）
出所：DCLG, Local Government Financial Statistics England No26 2016, Table2.1a, P7
 













   2006 年度からは、歳入援助交付金に含まれていた教育関係の補助金が、「教育目的補
助金（Dedicated Schools Grant
のため、2006 年度の歳入援助交付金の総額は、前年比約










                                                            
141 英国の会計年度は、日本と同様、
142





















































仕組みとなった。この新制度が 2013 年度からイングランドで導入された。 
 ③警察補助金。イングランドの警察行政については、ロンドンは、ロンドン都庁が首都























                                                             
143
 Japan Local Government Centre 前掲文 ｐ.59. 
144 DCLG, Local Government Financial Statistics England No26 2016, Table2.1a, p.7. 











































                                                             











































                                                             














図 6-7 2008 年度、ブランデンブルク州の財政収入（億ユーロ、構成比）





















































































表 6-1 主要国における中央・地方の財政関係の概要 
 中国 日本 英国 ドイツ 
年度 2015 2015 2014 2006 















財政移転依存度 40% 39% 54% 17%（州） 















































                                                             
151 すなわち、州（Land）。 
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付表１ 1995~2016 年、各年の財政移転の内訳（億元）および構成比 
年 
一般的財政移転 専項財政移転 税還付 
総額 
決算額 構成比 決算額 構成比 決算額 構成比 
1995 290.9 11.5% 374.7 14.8% 1,867.3 73.7% 2,532.9 
1996 234.9 8.8% 488.8 18.3% 1,948.6 72.9% 2,672.3 
1997 273.4 9.8% 515.9 18.4% 2,011.6 71.8% 2,800.9 
1998 313.1 9.5% 889.5 27.1% 2,082.8 63.4% 3,285.4 
1999 511.4 12.8% 1,360.3 34.1% 2,120.6 53.1% 3,992.3 
2000 893.4 18.8% 1,647.7 34.7% 2,206.5 46.5% 4,747.6 
2001 1,604.8 26.2% 2,203.5 36.0% 2,308.9 37.7% 6,117.2 
2002 1,944.1 26.4% 2,401.8 32.7% 3,006.8 40.9% 7,352.7 
2003 2,241.2 27.8% 2,391.7 29.7% 3,425.3 42.5% 8,058.2 
2004 2,933.7 30.0% 3,237.7 33.1% 3,609.5 36.9% 9,780.9 
2005 3,715.8 33.4% 3,647.0 32.8% 3,757.3 33.8% 11,120.1 
2006 5,024.9 37.0% 4,634.3 34.1% 3,930.2 28.9% 13,589.4 
2007 7,017.2 40.5% 6,186.9 35.7% 4,121.1 23.8% 17,325.2 
2008 8,746.2 38.0% 9,962.4 43.3% 4,282.2 18.6% 22,990.8 
2009 11,317.2 39.6% 12,359.9 43.3% 4,886.7 17.1% 28,563.8 
2010 13,235.7 40.9% 14,112.1 43.6% 4,993.4 15.4% 32,341.1 
2011 18,311.3 45.9% 16,570.0 41.5% 5,039.9 12.6% 39,921.2 
2012 21,429.5 47.2% 18,804.1 41.5% 5,128.0 11.3% 45,361.7 
2013 24,362.7 50.7% 18,610.5 38.8% 5,046.7 10.5% 48,019.9 
2014 27,568.4 53.4% 18,941.1 36.7% 5,081.6 9.8% 51,591.0 
2015 28,455.0 51.6% 21,623.6 39.3% 5,018.9 9.1% 55,097.5 
2016 31,864.9 53.6% 20,708.9 34.9% 6,826.8 11.5% 59,400.7 
出所：1995~2007 年:遼寧省財政科学研究所・東北財経大学財税学院 「1995~2009 年地方財力、中央返還
及上解情況」 『地方財政研究』 2011 年 01 期、2008~2016 年：『中国財政年鑑』（各年版）より、筆者作
成。 
  











1 北京 4,723.9 45.5 234.2 179.8 5,183.4 24,090 
2 天津 2,667.0 189.5 139.4 97.9 3,093.9 20,397 
3 河北 2,648.5 1,298.8 907.6 210.6 5,065.5 6,860 
4 山西 1,642.2 773.8 579.2 116.5 3,111.7 8,531 
5 内モンゴル 1,963.5 1,064.9 926.7 115.7 4,070.8 16,252 
6 遼寧 2,738.5 978.0 637.8 217.6 4,571.9 10,411 
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7 吉林 1,229.3 925.2 669.4 120.1 2,944.0 10,695 
8 黒龍江 1,165.2 1,306.2 1,043.0 105.9 3,620.3 9,445 
9 上海 5,519.5 49.2 126.0 262.7 5,957.4 24,559 
10 江蘇 8,028.6 302.9 579.8 331.7 9,243.0 11,612 
11 浙江 4,810.0 174.1 431.7 307.7 5,723.6 10,392 
12 安徽 4,012.1 1,394.2 890.5 148.0 6,444.8 10,595 
13 福建 4,143.7 444.8 454.0 145.6 5,188.1 13,631 
14 江西 3,021.5 1,132.1 686.9 100.8 4,941.3 10,878 
15 山東 5,529.3 900.5 865.9 352.1 7,647.8 7,812 
16 河南 2,738.5 2,033.1 1,151.4 218.4 6,141.4 6,508 
17 湖北 4,043.4 1,457.5 985.9 162.7 6,649.5 11,433 
18 湖南 4,008.1 1,600.3 1,081.1 182.8 6,872.3 10,200 
19 広東 9,364.8 380.0 496.1 460.3 10,701.1 9,979 
20 広西 2,333.0 1,313.4 705.9 144.2 4,496.4 9,457 
21 海南 1,010.0 340.4 163.0 24.6 1,537.9 17,022 
22 重慶 2,155.0 729.4 513.1 77.4 3,474.9 11,616 
23 四川 3,329.1 2,162.9 1,317.3 220.9 7,030.2 8,637 
24 貴州 1,503.4 1,257.9 965.0 95.2 3,821.4 10,892 
25 雲南 1,808.0 1,224.1 1,025.2 261.0 4,318.2 9,159 
26 チベット 124.0 762.9 518.4 39.7 1,445.0 45,505 
27 陝西 2,059.9 1,034.0 910.9 119.5 4,124.3 10,924 
28 甘粛 743.9 1,029.9 812.3 90.4 2,676.4 10,329 
29 青海 267.0 515.1 425.7 15.9 1,223.6 25,888 
30 寧夏 373.7 399.8 258.6 21.2 1,053.3 12,898 
31 新疆 1,282.6 1,234.8 1,121.9 72.1 3,711.4 12,434 
出所：『中国財政年鑑』（2016 年版）および中国財政部サイト http://yss.mof.gov.cn/2015js/（2017 年５月 18 日ア
クセス）より、筆者作成。 
 
















63,917,016 11,133.35  3,850,272 3,013,272 3,561,853 
広州 13,494,742 10,153.48 2,141,094 605,167 827,107 
深圳 27,268,543 24,613.23 63,206 2,551 136,962 
珠海 2,699,634 16,621.84 174,584 394,588 307,569 
仏山 3,700,737 7,602.26 392,846 91,856 295,387 
・順徳 1,874,732 7,431.57 173,943 32,170 193,541 
恵州 3,026,613 8,233.67 130,416 515,060 338,772 
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・博羅 373,570  3,507.21 11,860 173,730 85,152 
東莞 5,179,682  6,241.63 292,972 117,269 358,406 
中山 2,875,055  8,981.32 172,907 51,184  195,493 
江門 1,990,104  4,407.32 194,799 303,376  403,553 
肇慶 1,201,667   7,186.57 79,777 361,603  300,275 
・封開 69,908  1,710.50 7,174 103,067  33,418 
・懐集 74,418  887.88 8,817 165,814  54,872 
・徳慶 87,611  2,496.75 5,877 95,837  31,346 
東翼地区 2,846,862 1,647.54 307,051 3,316,896 1,734,307 
汕頭 1,291,206 2,357.94 138,361 691,113 438,948 
・南澳 21,408 3,461.34 1,316 46,808 27,962 
汕尾 202,967 1,517.23 27,067 393,916 259,659 
・陸河 26,443 919.76 2,422 102,509 41,957 
・陸豊 58,865 423.84 6,075 290,189 151,389 
潮州 395,766  2,205.44 42,569 298,840 163,819 
・饒平 76,162  859.77 10,281 243,200 111,501 
掲陽 519,415  1,684.14 50,093 632,547 381,910 
・普寧 203,171 961.41 21,477 369,478  118,094 
・掲西 51,459  605.58 7,390 248,296  39,068 
西翼地区 3,037,126 1,922.59 264,595 3,715,174 2,092,460 
陽江 553,313 3,392.37 41,558 414,736 309,568 
・陽春 125994 1,441.08 12,209 161,934 144,115 
湛江 1,063,225  2,118.53 121,847 1,041,882 675,737 
・徐聞 44,664  620.42 5,555 184,647 95,108 
・廉江 110,682  743.71 5,468 353,835  136,857 
茂名 875,289  2,522.99 64,190 969,310  395,657 
・高州 150,225  1,110.26 8,064 293,236  181,747 
・化州 113,734 915.32 5,704 285,594  153,671 
山区 4,233,813 2,593.12 420,678 5,341,558 3,584,053 
韶関 408,957 1,851.58 95,063 616,488 541,995 
・南雄 329,984 10,029.91 10,145 118,559 70,685 
・仁化 60,988 2,951.27 3,695 105,268 58,405 
・乳源 52,363  2,855.90 3,525 77,805 88,810 
河源 550,676  3,276.18 39,876 705,187 496,692 
・紫金 63,266  951.94 7,538 195,973 106,245 
・龍川 60,859  841.87 8,906 266,001 150,140 
梅州 724,820 5,176.32 69,388 621,802 550,571 
・興寧 100,053 1,017.13 15,548 298,317 87,590 
・五華 55,543  514.99 11,894 359,196 138,376 
・豊順 73,637  1,506.91 9,216 168,031  107,064 
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・大埔 81,857  2,149.06 9,055 175,790  83,592 
清遠 884,270  3,368.78 74,021 644,950  465,776 
・英徳 169,939  1,743.41 10,992 226,071  109,931 
・連山 13,896 1,484.62 1,894 78,967  50,756 
・連南 15,700 1,175.59 2,696 86,661  55,546 
雲浮 312,704  4,161.90 29,437 296,642  227,545 
・新興 159,406  3,582.56 8,920 101,530  72,425 
・羅定 114,895 1,177.26 8,869 198,320  121,909 
広東省 74,034,817 6,931.19 4,842,596 15,376,900 10,972,673 




付表４ 2015 年度大連市における対所轄区の一般的財政移転の内訳 
項目 決算額（万元） 構成比 
（１）体制補助 205,065 30.72% 
（２）革命老区および民族と辺境地区財政移転 6,500 0.97% 
（３）県レベル基本財政力保障メカニズム奨補資金 5,174 0.77% 
（４）結算補助 124,078 18.58% 
（５）企業事業部門劃転補助 127 0.02% 
（６）精製油価格と税費改革財政移転補助 3,046 0.46% 
（７）基層公検法司財政移転 26,500 3.97% 
（８）農村総合改革財政移転 31,165 4.67% 
（９）食糧（油）生産大県奨励資金 4,715 0.71% 
（10）重点生態機能区財政移転 9,136 1.37% 
（11）固定数額補助 243,595 36.49% 
（12）その他の一般的財政移転 8,534 1.28% 
合 計 667,635 100.00% 
出所：大連市政府報告「関于大連市 2015 年予算執行状況和 2016 年予算草案的報告」より、筆者作成。 
 
付表５ 2015 年度大連市における対所轄区の専項財政移転の内訳 
項目 決算額（万元） 構成比 
（１）一般公共サービス 10,309 3.16% 
（２）教育 52,214 16.02% 
（３）文化・スポーツとメディア 4,419 1.36% 
（４）社会保障と就業 175,692 53.92% 
（５）医療衛生と計画生育 31,825 9.77% 
（６）城郷社区 36,972 11.35% 
（７）農林水 7,866 2.41% 
（８）資源探査電力情報など 668 0.21% 
（９）商業サービス業など 5,879 1.80% 
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合 計 325,844 100.00% 
出所：大連市政府報告「関于大連市 2015 年予算執行状況和 2016 年予算草案的報告」より、筆者作成。 
 













































274,694 9,510 264,444 15,515 12,405 2,102,678 
割合 10.3% 0.4% 9.9% 0.6% 0.5% 78.5% 
出所：『地方財政白書（平成 29 年版）』（資 33）より、筆者作成。 
注１：地方揮発油譲与税のうち、地方道路譲与税の使途については、道路に関する費用に限定。 
注２：航空機燃料譲与税の譲与総額については、2011~2016 年度の間に、2/13 から 2/9 に引き上げ。 
注３：地方法人税の交付税原資化に伴い、地方法人特別譲与税は、2017 年に廃止。 
